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会計基準Digest 
会計基準を巡る動向  2014年6月号 
 

会計基準 Digest は、日本基準、エンドースメントされた IFRS（日本）、IFRS 及び米国基準の

主な動向についての概要を記載したものです。 

 
1. 日本基準 

■法令等の改正 

（1）「会社法の一部を改正する法律」及び「会社法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」の公布

（平成26年6月27日 法務省（法律第90号及び法律第91号）） 

改正会社法は、株式会社をめぐる最近の社会経済情勢に鑑み、

社外取締役等による株式会社の経営に対する監査等の強化、並

びに株式会社及びその属する企業集団の運営の一層の適正化

等を図るため、監査等委員会設置会社制度を創設するとともに、

社外取締役等の要件等を改めるほか、株式会社の完全親会社

の株主による代表訴訟の制度の創設、株主による組織再編の差

止請求制度の拡充等の措置を講じようとするものである。 

改正会社法は、公布の日（平成26年6月27日）から起算

して1年6ヵ月を超えない範囲内において、政令で定める

日から施行される。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 会計・監査ニュースフラッシュ 

 

（2）「企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する

内閣府令（案）」等の公表（平成26年6月25日 金融庁） 

本改正府令案等の主な提案は以下のとおりである。 

 新規上場時の有価証券届出書に掲げる財務諸表の年数

短縮 

新規上場時の企業負担の軽減を図るため、有価証券届出書

に掲げる財務諸表の年数を5事業年度分から2事業年度分

に短縮する。 

 非上場のIFRS適用会社が初めて提出する有価証券届出書

に掲げる連結財務諸表の年数 

非上場会社が初めて提出する有価証券届出書にIFRSに準

拠して作成した連結財務諸表を掲げる場合には、最近連結

会計年度分のみの記載で足りることとする。 

 IFRS等に準拠して作成した連結財務諸表の監査における、

比較情報に係る意見表明の方法の設定 

有価証券の発行者が初めて提出する有価証券届出書等に

含まれる指定国際会計基準に準拠して作成した連結財務諸

表または米国式連結財務諸表の監査を実施した監査法人等

が作成する監査報告書に、比較情報に関する事項を記載す

る場合の記載事項を設定する。 

コメントの締切りは平成26年7月25日である。改正後の規定

は、平成26年8月下旬以降に公布・施行される予定である。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 会計・監査ニュースフラッシュ 

 

（3）「企業内容等の開示に関する留意事項について（企業内容等

開示ガイドライン）」等の改正案の公表（平成26年6月30日 金

融庁） 

本改正案は、金融審議会「新規・成長企業へのリスクマネーの

供給のあり方等に関するワーキング・グループ」報告書の提言

及び同ワーキング・グループの議論を踏まえ、以下の提案を

行っている。 

① 届出前勧誘に該当しない行為の明確化 

有価証券の募集・売出しに係る届出の前においては「勧誘」

は禁止されているところ、同ワーキングにおける議論に従い

「勧誘」に該当しない行為を明確化する。 

② 「特に周知性の高い企業」による届出の効力発生までの待

機期間の撤廃 

「特に周知性の高い企業」による有価証券の募集・売出しに

係る届出の効力発生までの待機期間を撤廃することとし、

http://www.moj.go.jp/MINJI/minji07_00151.html
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同ワーキングにおける議論に従い「特に周知性の高い企業」

に該当する者の要件を定める。 

コメントの締切りは平成26年7月30日である。改正後の規定

は、平成26年8月下旬以降に公表される予定である。 

 

■会計基準等の公表（企業会計基準委員会（ASBJ）） 

【最終基準】 

実務対応報告第31号「リース手法を活用した先端設備等投資支

援スキームにおける借手の会計処理等に関する実務上の取扱い」

の公表（平成26年6月30日 ASBJ） 

本実務対応報告により、同スキームにおける借手の会計処理及

び開示が明確化されるとともに、変動リース料の会計処理及び変

動型又はハイブリッド型のオペレーティング・リース取引に係る注

記については、特有の取扱いが定められた。 

本実務対応報告は、公表日以後適用される。 

 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 会計・監査ニュースフラッシュ 

 

【公開草案】 

該当なし 

 

日本基準についての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（会計・監査ニュースフラッシュ、及

び企業会計の最新基準）へ 

 

2. 日本におけるエンドースメントされたIFRS 

■IFRSのエンドースメントに関する作業部会の動向 

第14回（2014年6月9日）及び第15回（2014年6月24日）の作業部

会では、前回に引き続き、公開草案の公表に向けて、仮に、の

れんの非償却及びその他の包括利益のリサイクリングについ

て、IFRSの規定を「削除又は修正」するとした場合を前提に、公

表文書のドラフトに基づいて検討が行われた。 

 

3. IFRS 

■会計基準等の公表（IASB、IFRS解釈指針委員会） 

【最終基準】 

「農業：果実生成型植物（IAS第16号及びIAS第41号の改訂）」の

公表（2014年6月30日 IASB） 

本改訂は、果実生成型植物（その生産物を除く）を定義したうえで、

これをIAS第41号「農業」の範囲に含めずに、IAS第16号「有形固

定資産」を適用することを要求している。 

本改訂の概要は以下のとおりである。 

 植物は、次のすべての要件を満たす場合、果実生成型植

物として取り扱う。 

− 農産物の生産または供給に使用される。  

− 1会計期間を超えて生産物を生成することが予想される。 

− それ自体、農産物として販売される可能性がほとんど

ない（ただし、廃材として売却されるケースを除く）。 

 果実生成型植物（その生産物を除く）は、IAS第16号に従っ

て会計処理することが求められる。 

 果実生成型植物の生産物は、IAS第41号に従って会計処

理することが求められる。 

本改訂は、2016年1月1日以降に開始する会計年度から

強制適用される。早期適用も認められる。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 IFRSニュースフラッシュ（日本語） 

 IFRS IN THE HEADLINES 第2014/12号（英語） 

 

【公開草案】 

公開草案「投資企業：連結の例外規定の適用（IFRS第10号及び

IAS第28号の改訂案）」の公表（2014年6月11日 IASB） 

本公開草案は、以下の3つの論点に関する提案を行っている。 

 投資企業である親会社の投資企業ではない子会社が、他

の会社の親会社でもある場合の連結財務諸表の作成に関

する免除規定の適用 

 親会社の投資活動に関連するサービスを提供する子会社

の取扱い 

 投資企業ではない投資者による投資企業である投資先に

対する持分法の適用 

コメントの締切りは2014年9月15日である。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 IFRSニュースフラッシュ（日本語） 

 IFRS IN THE HEADLINES 第2014/11号（英語） 

 

 

https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/documents/docs/lease_2014/index.shtml
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/jgaap-jgaas-news-flash/Pages/jgaap-news-flash-2014-07-02.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/jgaap-jgaas-news-flash/Pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/accounting-news/Pages/Default.aspx
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140609.shtml
https://www.asb.or.jp/asb/asb_j/endorsement/minutes/20140624.shtml
http://www.ifrs.org/Alerts/Publication/Pages/IASB-issues-amendments-to-IAS-16-and-IAS-41-for-bearer-plants-June-2014.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-news-flash/Pages/ifrs-news-flash-2014-07-02.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-in-the-headlines/Pages/ifrs-in-the-headlines-2014-12.aspx
http://www.ifrs.org/Alerts/Publication/Pages/Exposure-Draft-Investment-Entities-Applying-the-Consolidation-Exception-June-2014.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-news-flash/Pages/ifrs-news-flash-2014-06-13.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/ifrs-in-the-headlines/Pages/ifrs-in-the-headlines-2014-11.aspx


3 

 

 
  

 

 

各基準についてのより詳細な情報、過去情報をご覧になりたい

方は、あずさ監査法人のウェブサイトをご確認ください（一部に

ついては近日中に公表予定です）。 

 日本基準

（http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/jgaap-jgaas-

news-flash/Pages/Default.aspx） 

 エンドースメントされたIFRS（近日中に公表予定） 

 IFRS

（http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx） 

 U.S. GAAP（近日中に公表予定） 

編集・発行  

有限責任 あずさ監査法人 

IFRSアドバイザリー室 

azsa-accounting@jp.kpmg.com 

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対

応するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報

を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありません。何らかの行動を取

られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上

で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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IFRSについての詳細な情報、過去情報は 

あずさ監査法人のウェブサイト（IFRS）へ 

 

4. 米国基準 

■会計基準等の公表（財務会計基準審議会（FASB）） 

【最終基準（会計基準更新書（Accounting Standards Update; ASU）】 

（1）ASU第2014-10号「開発段階にある企業（Topic 915）：特定の 

財務報告に関する規定の削除（Topic 810「連結」の変動持分 

事業体に関する指針の改訂を含む）」の公表（2014年6月10日  

FASB） 

ASU第2014-10号は、FASBによる会計基準のコード化体系

（FASB-ASC）からTopic 915「開発段階にある企業」を削除するこ

とにより、開発段階にある企業に関するすべての追加的な財務報

告に関する規定を削除している。また、このASUは、開発段階に

ある企業の連結に関する例外規定を削除している。 

Topic 915の削除は、公開企業については、2014年12月

16日以降開始する会計年度及び期中報告期間から適用

される。連結に関する規定の改訂は、2015年12月16日以

降開始する会計年度及び2017年12月16日以降開始する

会計年度の期中報告期間から強制適用される。早期適用

は、財務諸表が過去に公表されていないか、または公表

可能な状態となっていなかった会計年度及び期中報告期

間について認められる。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues 14-30（英語） 

 

（2）ASU第2014-11号「譲渡及びサービス業務（Topic 860）：満期

レポ取引、買戻しのための資金調達取引及び開示」の公表

（2014年6月12日 FASB） 

ASU第2014-11号により、満期レポ取引及び買戻しのための資金

調達取引の一部として実行されたレポ取引の会計処理と、他の

一般的なレポ取引の会計処理とが整合することとなり、担保付借

入取引として会計処理されることになる。このASUはまた、買戻契

約及びその他の類似する取引について追加的な開示を要求して

いる。 

公開企業に対しては、この会計処理の変更及び一部の開

示規定は、2014年12月16日以降開始する会計年度また

はその会計年度の期中期間から強制適用される。一部の

開示規定は、2014年12月16日以降開始する会計年度及

び2015年3月16日以降開始する会計年度の期中期間から

強制適用される。早期適用は禁止される。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues 14-31（英語） 

 

（3）ASU第2014-12号「報酬の条件として勤務条件期間後に達成

される可能性がある業績目標を定めた株式に基づく報酬の会

計処理」の公表（2014年6月19日 FASB） 

ASU第2014-12号は報告企業に対し、権利確定に影響を与える

業績目標及び勤務条件期間後に達成される可能性がある業績

目標を、業績条件として扱うことを要求している。 

ASU第2014-12号は、2015年12月16日以降開始する会計

年度及びその会計年度の期中報告期間から強制適用さ

れる。早期適用も認められる。 

【あずさ監査法人の関連資料】 

 Defining Issues 14-15（英語） 

 

【公開草案（会計基準更新書案（ASU案））】 

該当なし 

http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/jgaap-jgaas-news-flash/Pages/Default.aspx
http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/news/jgaap-jgaas-news-flash/Pages/Default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
http://www.kpmg.com/jp/ja/topics/ifrs/pages/default.aspx
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176164115018
http://www.kpmginstitutes.com/financial-reporting-network/insights/2014/pdf/defining-issues-14-30-dse.pdf?utm_source=page&utm_medium=/financial-reporting-network/insights/2014/defining-issues-14-30-dse.aspx&utm_campaign=download
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176164126488
http://www.kpmginstitutes.com/financial-reporting-network/insights/2014/pdf/defining-issues-14-31-repos-to-maturity.pdf?utm_source=page&utm_medium=/financial-reporting-network/insights/2014/defining-issues-14-31-repos-to-maturity.aspx&utm_campaign=download
http://www.fasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2FDocument_C%2FDocumentPage&cid=1176164147053
http://www.kpmginstitutes.com/financial-reporting-network/insights/2014/pdf/defining-issues-14-31-repos-to-maturity.pdf?utm_source=page&utm_medium=/financial-reporting-network/insights/2014/defining-issues-14-31-repos-to-maturity.aspx&utm_campaign=download
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